
一般社団法人 日本旅行業協会保証社員

社 名
 均 逆島トラズiルラ株

第一章 総 則

(適用範囲)

第一条 当社が旅行者との間で締結する手配旅行契約は、この約款の定めるところ

によります。この約款に定めのない事項については、法令又は一般に確立された

慣習によります。

2当 社が法令に反せず、かつ、旅行者の不利にならない範囲で書面により特約を結

んだときは、前項の規定にかかわらず、その特約が優先します。

(用語の定義)

第二条 この約款で「手配旅行契約Jとは、当社が旅行者の委託により、旅行者のた

めに代理、媒介又は取次をすること等により旅行者が運送・宿泊機関等の提供す

る運送、宿泊その他の旅行に関するサービス(以下「旅行サービス」といいます。)

の提供を受けることができるように、手配することを引き受ける契約をいいます。

2こ の約款で「国内旅行」とは、本邦内のみの旅行をいい、「海外旅行」とは、国内旅

行以外の旅行をいいます。

3こ の約款で「旅行代金」とは、当社が旅行サービスを手配するために、運賃、宿泊

料その他の運送・宿泊機関等に対して支払う費用及び当社所定の旅行業務取扱

料金(変更手続料金及び取消手続料金を除きます。)をいいます。

4こ の部で「通信契約」とは、当社が提携するクレジットカード会社(以下「提鶴会社」

といいます。)のカード会員との間で■活、郵便、ファクシミリその他の通信手段に

よる申込みを受けて締結する手配旅行契約であつて、当社が旅行者に対して有す

る手配旅行契約に基づく旅行代金等に係る債権又は償務を、当骸債権又は慣務

が履行されるべき日以降に別に定める提携会社のカード会員親約に従つて決済す

ることについて、旅行者があらかじめ承諾し、かつ旅行代金等を第十六条第二項

又は第五項に定める方法により支払うことを内容とする手配旅行契約をいいます。

5こ の部で「電子承器通知」とは、契約の申込みに対する承結の通知であつて1情

報通信の技術を利用する方法のうち当社が使用する電子計算機、ファクシミリ装

置、テレックススは電艦機(以下「電子計算機等」といいます。)と旅行者が使用す

る電子計算機等とを接続する電気通信回線を通じて送信する方法により行うもの

をいいます。

6こ の約款で「カード利用日Jとは、旅行者又は当社が手配旅行契約に基づく旅行

代金等の支払又は払戻債務を履行すべき日をいいます。

(手配使務の終了)

第二条 当社が警良な管理者の注意をもつて旅行サービスの手配をしたときは、手

配旅行契約に基づく当社の償務の履行は終了します。したがつて、滴員、休業、条

件不適当等の事由により、運送・宿泊機関等との間で旅行サービスの提供をする

契約を締結できなかつた場合であつても、当社がその義務を果たしたときは、旅行

者は、当社に対し、当社所定の旅行業務取扱料金(以下「取扱料金」といいます。)

を支払わなければなりません。通信契約を締結した場合においては、カード利用日

は、当社が運送・宿泊機関等との間で旅行サービスの提供をする契約を締結でき

なかつた旨、旅行者に通知した日とします。

(手配代行者)

第四条 当社は、手配旅行契約の履行に当たつて、手配の全部又は一部を本部内

又は本邦外の他の旅行業者、手配を業として行う者その他の補助者に代行させる

ことがあります。

第二章 契約の成立

(契約の申込み)

第五条 当社と手配旅行契約を締結しようとする旅行者は、当社所定の申込書に所

定の事項を配入の上、当社が別に定める金額の申込金とともに、当社に提出しな

ければなりません。

2当 社と通信契約を締結しようとする旅行者は、前項の規定にかかわらず、会員番

号及び依頼しようとする旅行サービスの内容を当社に通知しなければなりません。

3第 一項の申込金は、旅行代金、取消料その他の旅行者が当社に支払うべき金銭

の一部として取り扱います。

(契約締結の拒否)

第六条 当社は、次に掲げる場合において、手配旅行契約の締結に応じないことが

あります。
一 通信契約を締結しようとする場合であつて、旅行者の有するクレジットカードが

無効である等、旅行者が旅行代金等に係る債務の一部又は全部を提携会社の

カード会員規約に従つて決済できないとき。

二 旅行者が、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、暴力団関係企業又

は総会屋等その他の反社会的勢力であると認められるとき。

会社

三 旅行者が、当社に対して暴力的な要求行為、不当な要求行為、取引に関して

脅迫的な言動若しくは暴力を用いる行為又はこれらに準ずる行為を行つたとき。

四 旅行者が、風脱を流布し、偽計を用い若しくは成力を用いて当社の信用を穀損

し若しくは当社の業務を妨書する行為又はこれらに準ずる行為を行つたとき。

五 その他当社の業務上の都合があるとき。

(契約の成立時期)

第七条 手配旅行契約は、当社が契約の締結を承諾し、第五条第一項の申込金を

受理した時に成立するものとします。

2通 信契約は、前項の規定にかかわらず、当社が第五条第二項の申込みを承結す

る旨の通知を発した時に成立するものとします。ただし、当骸契約において電子承

構通知を発する場合は、当骸通知が旅行者に到連した時に成立するものとしま

す。

(契約成立の特則)

第八条 当社は、第五条第一項の規定にかかわらず、書面による特約をもつて、申込

金の支払いを受けることなく、契約の締結の承結のみにより手配旅行契約を成立

させることがあります。

2前 項の場合において、手配旅行契約の成立時期は、前項の書面において明らか

にします。

(乗車券及び宿泊券等の特則)

第九条 当社は、第五条第一項及び前条第一項の規定にかかわらず、運送サービス

又は宿泊サービスの手配のみを目的とする手配旅行契約であつて旅行代金と引

換えに当骸旅行サービスの提供を受ける権利を表示した書面を交付するものにつ

いては、口頭による申込みを受け付けることがあります。

2前 項の場合において、手配旅行契約は、当社が契約の締結を承諾した時に成立

するものとします。  ・

(契約書面)

第十条 当社は、手配旅行契約の成立隼連やかに、旅行者に、旅行日程、旅行サー

ビスの内容、旅行代金その他の旅行条件及び当社の責任に関する事項を純載し

た書面(以下「契約書面」といいます。)を交付します。ただし、当社が手配するすべ

ての旅行サービスについて乗車券類、宿泊券その他の旅行サービスの提供を受

ける権利を表示した書面を交付するときは、当骸契約書面を交付しないことがあり

ます。

2前 項本文の契約書面を交付した場合において、当社が手配旅行契約により手配

する張務を負う旅行サービスの範囲は、当骸契約書面に配最するところによりま

す。

(情報通信の技術を利用する方法)

第十一策 当社は、あらかじめ旅行者の承路を得て、手配旅行契約を締結しようとす

るときに旅行者に交付する旅行日程、旅行サービスの内容、旅行代金その他の旅

行条件及び当社の責任に関する事項を配載した書面又は契約書面の交付に代え

て、情報通信の技術を利用する方法により当骸書面に配最すべき事項(以下この

条において「配職事項」といいます。)を提供したときは、旅行者の使用する通倍機

器に備えられたファイルに配載事項が記録されたことを確盟します。

2前 項の場合において、旅行者の使用に係る通信機器に配峨事項を配鉄するため

のフアイルが備えられていないときは、当社の使用する通信機器に備えられたファ

イル(専ら当骸旅行者の用に供するものに限ります。)に配就事項を記録し、旅行

者が紀載事項を聞覧したことを確認します。

第二章 契約の変更及び解除

(契約内容の変更)

第十二条 旅行者は、当社に対し、旅行日程、旅行サービスの内容その他の手配旅

行契約の内容を変更するよう求めることができます。この場含において、当社は、

可能な限り旅行者の求めに応じます。

2前 項の旅行者の求めにより手配旅行契約の内容を変更する場合、旅行者は、既

に完了した手配を取り消す際に運送・宿泊機関等に支払うべき取消料、違約料そ

の他の手配の変更に要する費用を負担するほか、当社に対し、当社所定の変更

手続料金を支払わなければなりません。また、当核手配旅行契約の内容の変更に

ょって生ずる旅行代金の増加又は減少は旅行者に帰属するものとします。

(旅行者による任意解除)

第十三条 旅行者は、いつても手配旅行契約の全部又は一部を解除することができ

ます。

2前 項の規定に基づいて手配旅行契約が解除されたときは、旅行者は、既に旅行
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及び当社が得るはずであつた取扱料金を支払わなければなりません。

第甲梃騒ユ鑑 衷置島浮言娠醤砲艦段と、手配旅行契約を解除することがありま
す。
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